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第１節 ごみ処理の基本理念 

かつて、大量生産・大量消費・大量廃棄の結果、廃棄物の不適正処理や最終処分場のひっ

迫等の問題が生じたことから、環境と経済が両立した持続可能な循環型社会の構築が求め

られています。このような情勢を鑑みて、平成２７年９月に国連サミットで SDGs が採択

されました。 

本市においても、平成 26 年に策定した前計画に基づき、循環型社会形成に向けた様々な

取り組みを進めてきました。 

例として、小型家電やプラスチック製容器包装といった新たな分別回収の開始が挙げら

れます。特にプラスチック製容器包装については、開始から約 3 年間で回収量が大幅に増

加しています。また、平成 29 年度以降は甲府・峡東クリーンセンターにおける中間処理が

開始され、焼却灰の有効活用が可能となりました。こういった取り組みの結果、ごみの減量

化と資源化率の向上が進んでいます。ごみ排出量の削減を徹底することは、限りある資源の

使用の削減に繋がり、さらに、ごみ処理に関する環境負荷も低減できます。 

このような状況を踏まえ、本計画では、国が推進する「３Ｒ（リデュース、リユース、リ

サイクル）」のなかで最も重要であるリデュース（発生抑制）に重きを置き、持続可能な循

環型社会の構築に取り組むことを目指した基本理念を以下のとおり定めます。 

  

みんなで取り組む３Ｒのまち 甲府 

～ごみの発生抑制と環境負荷の低減～ 
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第２節 ごみ処理の基本方針  

１ 基本方針 

ごみ処理の基本理念を確実に実現するため、具体的な行動指針となる基本方針を以下の

とおり定めます。 

 

 

 

 

ごみの減量化のためには、3R(リデュース（発生抑制）・リユース（再使用）・リサイクル

（再生利用）)に基づき、ごみの発生抑制が第一に必要となります。しかし、ごみの発生抑

制は市民・事業者・行政それぞれが主体となり、ごみを出さない意識や社会づくりを推進し

ていくことが必要となります。本市としては、この意識付けへの支援や動機づけ、情報提供

をしていくことにより、ごみを出さない社会の形成を図ります。 

 

 

 

資源リサイクルを進めるためには、一人ひとりのごみの分別意識を醸成していくことが

必要です。 

本市では、資源化を促進するために、広報やホームページ、また、ごみ分別アプリなどの

情報提供や、ごみへらし隊による啓発活動を通して分別の徹底・推進・拡充を図っていきま

す。 

 

 

 

平成 29 年度に稼働した新ごみ処理施設（甲府・峡東クリーンセンター）では、本市を含

めた 4 市で広域化による焼却処理、破砕・資源化処理が行われています。施設の集約化、

ごみ処理の一元化により、効率的かつ維持管理コストの低減が可能となります。 

また、他の構成市（笛吹市・山梨市・甲州市）や甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合と

連携を図り、安全・安心なごみ処理を実施します。 

 

 

  

基本方針１  ごみの発生抑制 

基本方針２  資源リサイクルの促進 

基本方針３  広域処理による効率的かつ安全・安心なごみ処理の推進 
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２ 基本方針に基づく施策体系 

上述した基本方針に基づき、様々な施策を実施していきます。施策としては大きく「減量

化計画」、「収集運搬計画」、「中間処理計画」、「資源化計画」、「最終処分計画」、「啓発・推進

計画」、「その他の計画」の 7 つに分類します。基本方針に沿った施策体系を図 5－1 に、

施策を行う上で、市民や事業者、行政の役割について表５－1 に示します。 

 

基本理念  基本方針  施 策 

  １ 減量化計画 

  
1）生ごみの減量化及び堆肥化 

2）生ごみの水切り排出 

3）指定ごみ袋制度の継続 

4）資源物分別の徹底による燃えるごみの減量化 

5）食品ロスへの対策 

   

 2 収集運搬計画 

  1）広域処理による排出区分の対応 

2）資源物等の持ち去り禁止 

3）ふれあい収集 

4）将来の収集運搬量 

   

 3 中間処理計画 

  
1）中間処理施設の適正な維持管理 

   

 4 資源化計画 

  1）有価物回収の推進 

2）資源物分別収集の推進 

3）資源物ステーションの設置 

4）遊休陶磁器製食器の回収 

5）廃食油の拠点回収の実施 

6）特定家庭用電気機器のリサイクル 

7）小型家電・家庭用パソコンの回収 

8）スラグの有効利用 

   

 5 最終処分計画 

  1）最終処分量の削減 

2）跡地利用計画の検討 

   

 6 啓発・推進計画 

  1）出前講座等の推進 

2）環境リサイクルフェアの開催 

3）環境教育・普及啓発の推進 

4）多量排出事業者の指導 

   

 ７ その他の計画 

  1）廃棄物減量等推進審議会の活用 

2）不法投棄・不適正処理の防止 

3）災害廃棄物処理計画 

4）感染症対策 

   
 

図５－1 施策体系  

み
ん
な
で
取
り
組
む
３
Ｒ
の
ま
ち 

甲
府 

 
 

 
 

 
 

 
 

～
ご
み
の
発
生
抑
制
と
環
境
負
荷
の
低
減
～ 

ごみの発生抑制 

資源リサイクルの促進 

広域処理による効率的 

かつ安全・安心な 

ごみ処理の推進 



第 5 章 ごみ処理の基本理念と方針 
 

52 

表 5－1 市民・事業者・行政の役割 

主 体 役 割 取り組むべき事項 

市民 

ごみの排出者であり、循環

型社会づくりの担い手である

ことを自覚し、ごみの発生抑

制に配慮した消費行動やリサ

イクルの推進に努める。 

・マイバッグ等の使用によるレジ袋の削減 

・ごみの排出ルールや資源物の分別の徹底 

・地域の集団回収活動などへの参加 

・生ごみの水切りや堆肥化などによる、ごみの減量

化・資源化の実施 

・使い捨て商品や過剰購入の抑制 等 

事業者 

ごみの発生抑制や循環的利

用を推進するための自主的・

積極的な取り組みに努める。 

・発生源における排出抑制 

・リサイクル製品、エコ商品の開発 

・過剰包装の抑制、レジ袋の削減 

・使い捨て容器の使用抑制と製造・流通事業者によ

る自主回収・資源化の推進 

・再生品の使用促進 等 

行政 

ごみの発生抑制に係る市

民、事業者の自主的な取り組

みを促進するとともに、分別

収集や再生利用など積極的に

取り組むことにより、循環型

社会の構築に努める。 

・市民、事業者に対するごみの減量化・資源化推進

に関する周知啓発 

・幼児から学生、自治会等での環境教育、環境学習

の充実 

・効率的かつ安全・安心な収集等の実施 

・多量排出事業者に対する減量化指導の徹底 

・不法投棄防止対策の推進 

・ごみ減量に関する有効な施策の推進 等 

 

 

 

 


